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大豆油インキ使用
この報告書は、環境に優しい
大豆油インキを使用して印刷
しています。

第85期 中間報告書
（平成20年4月1日〜平成20年9月30日）

＂新しい価値＂を提供する信頼のパートナーへ

株式事務のご案内

※

※（ご注意）株主名簿管理人の「取次所」の定めについて
　株券電子化後、株主様の各種お手続きは、原則として口座を開設されている証券会社
経由で行っていただくこととなるため、株主名簿管理人の「取次所」は、株券電子化の
実施時をもって廃止いたします。

４月１日から翌年３月31日
６月
３月31日
（ただし、中間配当金の支払いを行う時の受領株主
確定日は９月30日）
３月31日
その他必要のある場合は、取締役会決議によりあら
かじめ公告して臨時に定めることがあります。
1,000株
三菱UFJ信託銀行株式会社
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
〒137-8081 東京都江東区東砂七丁目10番11号
電　話　0120-232-711（通話料無料）

三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店
東京証券取引所
日本経済新聞

事 業 年 度
定 時 株 主 総 会
期末配当金受領株主確定日

定時株主総会の基準日

単 元 株 式 数
株 主 名 簿 管 理 人
同 事 務 取 扱 場 所

同 取 次 所
上 場 取 引 所
公 告 掲 載 新 聞

【株式に関するお手続き用紙のご請求について】
株式に関するお手続き用紙（届出住所等の変更届、配当金振込指定書、単
元未満株式買取請求書等）のご請求につきましては、以下のお電話ならび
にインターネットにより24時間受け付けておりますので、ご利用ください。
なお、株券電子化実施（平成21年１月５日）後は、特別口座に記録された
株式についてのお手続き用紙のみとなりますので、ご留意ください。
電話　0120-244-479（通話料無料）
インターネットアドレス　http://www.tr.mufg.jp/daikou/
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株主のみなさまへ

　株主のみなさまにおかれましては、ますますご清祥のこととお慶び申し上げま
す。
　平素は当社グループに格別のご理解とご支援を賜り厚く御礼申し上げます。

　ここに第85期第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30
日まで）の営業の概況等につきまして、ご報告申し上げます。

　当社グループにとりまして当期は、平成18年度より進めております３ヶ年中期
経営計画「Innovate NJ 2008」の最終年度にあたります。
　収益の向上を目指し、事業力の強化と企業体質の変革を遂げることを基本方針
とし、新事業・新分野の拡大、生産性の向上、財務体質の改善などを積極的に進
めてまいりました結果、当期間までの計画の進捗につきましては、概ね順調に推
移しております。
　しかしながら、中間配当につきましては、利益剰余金の状況に鑑み、引き続き
見送らせて頂くことにいたしました。株主のみなさまには誠に申し訳なく存じま
すが、事情ご賢察の上ご理解賜りますようお願い申し上げます。

　今後も引き続き、計画の達成に向け、グループ一丸となって邁進してまいりま
すが、激変する経済情勢の下、当社を取り巻く環境も一段と厳しさを増しており、
さらなる諸施策の強化を図ってまいる所存であります。
　株主のみなさまにおかれましては、今後とも変わらぬご理解とご支援を賜りま
すようお願い申し上げます。

　当第２四半期連結累計期間のわが国経済は、原油価格の高騰および素材価格の
高止まりが継続し、更にサブプライムローン問題に端を発した米国経済減速の影
響から世界的に広がった金融不安による株価の下落や為替の変動等により、民間
設備投資の減少や個人消費が停滞するなど、景気は後退傾向へと転換しつつ推移
しました。
　電気機器業界においても、輸出関連製品を中心に力強さを欠くなど、厳しい環
境となりました。
　このような経済環境のもと、当社グループにとって当連結会計年度は、収益の
向上を目指し事業力の強化と企業体質の変革を遂げることを基本方針とし、平成
18年度から展開してまいりました、中期経営計画「Innovate NJ 2008」の最終年
度にあたります。計画完遂に向けて、基本戦略「事業・企業体質・人財のバラン
ス成長」に基づく諸施策について、スピード化を方針に加えグループを挙げて取
組んでまいりました。
　この結果、当第２四半期連結累計期間につきましては、複写機関連製品、通信
インフラ関連製品およびOA電源等は増加しましたが、情報端末機器等は減少し、
売上高は170億８千５百万円（前年同期比1.3％増）となりました。利益につきま
しては、高付加価値製品の増加、生産性の向上によるコストダウンなどの効果に
より営業利益は７億７千７百万円（前年同期比29.3％増）となり、為替差益の計
上および有利子負債削減等による支払利息の減少などにより、経常利益は５億３
千１百万円（前年同期比74.2％増）、四半期純利益は４億９千３百万円（前年同期
比66.5％増）となりました。

営業の概況

平成20年12月

代表取締役社長 代表取締役会長
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連結業績

セグメント別売上高
　インフラに関連した放送機器や業務用無線等の通信機器および衛星関連機器等は
増加しましたが、情報端末機器については、車載用は増加したものの携帯用は従来
モデルが終息時期となり減少しました。この結果、本事業全体での売上高は67億２
千万円（前年同期比8.8％減）となりました。

　大判複写機および高速複写機関連装置の新機種が本格的に立ち上がったことによ
り事務用機器が大幅に増加するとともに、重点事業として注力しております生産設
備機器についても増加しました。この結果、本事業全体での売上高は43億５千８百
万円（前年同期比23.5％増）となりました。

メカトロニクス機器
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情報・通信機器

　提携先向けのプリンタ用電源およびパソコン用電源が引き続き増加したことでOA電源
が増加するとともに、新事業として取組んでいる蓄電デバイス（電気二重層キャパシタ
モジュール）も増加しましたが、大型コンピュータ用等の産業機器用電源は減少しました。
この結果、本事業全体での売上高は60億５百万円（前年同期比0.7％増）となりました。

電源・エネルギー機器
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業績の推移
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（△は損失を表わしております）

第82期 第83期 第84期 第85期
上半期 通　期 上半期 通　期 上半期 通　期 上半期

売 上 高 15,709 33,166 16,691 35,936 16,857 37,267 17,085

営 業 利 益 406 772 484 1,306 601 1,645 777

経 常 利 益 184 333 200 722 304 867 531

当期（四半期）純利益 140 △1,982 177 749 296 856 493

１株当たり当期（四半期）純利益（円） 3.86 △54.45 4.87 20.59 8.14 23.52 13.55

純 資 産 3,192 1,060 1,212 1,753 2,075 2,512 2,928

総 資 産 32,299 30,501 31,148 29,377 27,964 27,204 25,874

（単位：百万円）
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科　　　目
金　　額

内　　訳 合　　計

Ⅰ	 売 上 高 17,085,231

Ⅱ	 売 上 原 価 14,866,207

売 上 総 利 益 2,219,023

Ⅲ	 販売費及び一般管理費 1,441,307

	 営 業 利 益 777,716

Ⅳ	 営 業 外 収 益

1.	受 取 利 息 3,336

2.	受 取 配 当 金 3,038

3.	受 取 賃 貸 料 4,115

4.	そ の 他 22,989 33,480

Ⅴ	 営 業 外 費 用

1.	支 払 利 息 199,567

2.	売 上 債 権 売 却 損 31,594

3.	そ の 他 49,019 280,181

	 経 常 利 益 531,014

税金等調整前四半期純利益 531,014

法人税、住民税及び事業税 33,903

法 人 税 等 調 整 額 3,656 37,560

四 半 期 純 利 益 493,453

（注記）	記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

四半期連結財務諸表

第２四半期連結会計期間末の貸借対照表（平成20年9月30日現在） （単位：千円） 第２四半期連結累計期間の損益計算書（平成20年4月1日から平成20年9月30日まで） （単位：千円）

科　　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ	 流 動 資 産

1.	現 金 及 び 預 金 2,557,121

2.	受 取 手形及び売掛金 8,307,236

3.	製 品 714,420

4.	原 材 料 1,108,512

5.	仕 掛 品 5,898,551

6.	繰 延 税 金 資 産 457,320

7.	そ の 他 223,635

8.	貸 倒 引 当 金 △20,575

流 動 資 産 合 計 19,246,222

Ⅱ	 固 定 資 産

1.	有 形 固 定 資 産

⑴	建 物 及 び 構 築 物 1,709,060

⑵	機械装置及び運搬具 379,919

⑶	土 地 3,432,429

⑷	そ の 他 461,383

　	有形固定資産合計 5,982,792

2.	無 形 固 定 資 産 38,161

3.	投 資 そ の 他 の 資 産

⑴	投 資 有 価 証 券 382,600

⑵	繰 延 税 金 資 産 14,913

⑶	そ の 他 263,292

⑷	貸 倒 引 当 金 △53,503

　	投資その他の資産合計 607,302

固 定 資 産 合 計 6,628,257

資 産 合 計 25,874,479

（注記）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

科　　　目 金　　額

（ 負 債 の 部 ）
Ⅰ	 流 動 負 債

1.	支 払 手形及び買掛金 7,209,957

2.	短 期 借 入 金 6,281,000

3.	 一年内返済予定長期借入金 2,365,620

4.	未 払 法 人 税 等 52,942

5.	未 払 費 用 253,696

6.	製 品 保 証 引 当 金 19,014

7.	そ の 他 1,070,093

流 動 負 債 合 計 17,252,324

Ⅱ	 固 定 負 債
1.	長 期 借 入 金 3,963,990

2.	退 職 給 付 引 当 金 323,783

3.	役 員 退職慰労引当金 6,041

4.	繰 延 税 金 負 債 9,071

5.	 再評価に係る繰延税金負債 613,793

6.	長 期 未 払 金 569,329

7.	そ の 他 207,709

固 定 負 債 合 計 5,693,718

負 債 合 計 22,946,043

（純資産の部）
Ⅰ	 株 主 資 本

1.	資 本 金 3,649,580

2.	資 本 剰 余 金 2,840,440

3.	利 益 剰 余 金 △4,462,662

4.	自 己 株 式 △1,320

株 主 資 本 合 計 2,026,037

Ⅱ	 評価・換算差額等
1.	 その他有価証券評価差額金 13,239

2.	土 地 再 評 価 差 額 金 904,069

3.	為 替 換 算 調 整 勘 定 △14,908

評価・換算差額等合計 902,399

純 資 産 合 計 2,928,436

負 債 純 資 産 合 計 25,874,479
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科　　　目 金　　額

Ⅰ	 売 上 高 16,159,650

Ⅱ	 売 上 原 価 14,184,312

売 上 総 利 益 1,975,338

Ⅲ	 販売費及び一般管理費 1,247,036

営 業 利 益 728,301

Ⅳ	 営業外収益 156,286

受 取 利 息 ・ 配 当 金 83,313

そ の 他 72,972

Ⅴ	 営業外費用 295,825

支 払 利 息 199,358

売 上 債 権 売 却 損 31,473

そ の 他 64,993

経 常 利 益 588,761

税 引 前 四 半 期 純 利 益 588,761

法人税、住民税及び事業税 7,145

四 半 期 純 利 益 581,616

（注記）�記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

科　　　目 金　　額

（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ	 流 動 資 産 18,556,001

1.	当 座 資 産 10,464,137

2.	た な 卸 資 産 6,934,714

3.	そ の 他 1,157,149

Ⅱ	 固 定 資 産 7,516,720

1.	有 形 固 定 資 産 5,556,351

2.	無 形 固 定 資 産 37,063

3.	投 資 そ の 他 の 資 産 1,923,305

資 産 合 計 26,072,721

（ 負 債 の 部 ）

Ⅰ	 流 動 負 債 17,307,860

Ⅱ	 固 定 負 債 5,541,913

負 債 合 計 22,849,774

（純資産の部）

Ⅰ	 株 主 資 本 2,305,638

1.	資 本 金 3,649,580

2.	資 本 剰 余 金 2,840,440

3.	利 益 剰 余 金 △4,183,060

4.	自 己 株 式 △1,320

Ⅱ	 評価・換算差額等 917,308

純 資 産 合 計 3,222,947

負 債 純 資 産 合 計 26,072,721

（注記）�記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

個別業績
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（△は損失を表わしております）

第82期 第83期 第84期 第85期
上半期 通　期 上半期 通　期 上半期 通　期 上半期

売 上 高 14,557 30,877 15,535 33,519 15,923 35,130 16,159

情 報 ・ 通 信 機 器 6,161 13,652 6,499 14,957 6,690 15,483 6,100

メカトロニクス機器 3,568 7,038 3,797 7,814 3,462 8,011 4,299

電源・エネルギー機器 4,827 10,186 5,238 10,747 5,771 11,634 5,759

営 業 利 益 334 588 407 1,304 605 1,551 728

経 常 利 益 202 307 225 875 374 888 588

当期（四半期）純利益 173 △1,997 217 915 367 904 581

１株当たり当期（四半期）純利益（円） 4.76 △54.86 5.98 25.15 10.10 24.84 15.97

純 資 産 3,239 976 1,167 1,838 2,196 2,668 3,222

総 資 産 32,432 30,681 31,302 29,188 27,878 27,303 26,072

四半期個別財務諸表

第２四半期会計期間末の貸借対照表の要旨（平成20年9月30日現在）（単位：千円） 第２四半期累計期間の損益計算書の要旨 （単位：千円）平成20年4月 1 日から（平成20年9月30日まで）

（単位：百万円）
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トピックス

「地域見守りシステム」稼動開始

　８月の下旬に、ビッグハットにおいて開
催された環境フェアに参加いたしました。
　ブースでは、環境保全への各種取組みを、
パネル展示や子供向けの名刺印刷サービス
で紹介するとともに、環境配慮型の製品開
発事例として、省エネ型蛍光灯インバータ
やキャパシタを電源とする電車の模型など、
数多くの製品を紹介いたしました。
　来場者の多さと真剣さ、これからの世代
を担う学生の環境に対する意識の高さなど、
改めて実感することができました。
　今後、さらなる活動強化を図り、環境価
値の向上を目指してまいります。

環境フェアへの出展

　本年４月から長野県塩尻市にて本格稼動が開始
されました、「地域見守りシステム」をご紹介し
ます。
　このシステムは、当社の無線モジュールを用い
たもので、街中に設置した中継器が児童の持つ子
機の電波を受信し、保護者の携帯電話で情報の確
認ができるものです。
　児童の居場所の把握、緊急時の通報などが可能
となること、利用料がかからないことなどから、
保護者の皆様から大変ご好評を頂いております。
　現在、塩尻市の小学校すべてを対象とし約400
台の中継器で構成されるネットワーク網を整備し、
約500名の児童が子機を持って登下校しています。
　マスコミからの注目度も高く、災害に強いネッ
トワークといった特徴なども活かし、今後、地域
のインフラとしてさまざまなアプリケーションへ
の展開が期待されています。
　なお、本システムは、信州大学・塩尻市との産
学連携により実現したものです。

中継器 子機

環境活動をPRした名刺の印刷サービス

代 表 取 締 役
取 締 役 会 長 田 中 章 博 取 締 役 山 岸 正 彦
代 表 取 締 役
取 締 役 社 長 丸 山 智 司 取 締 役 長 岡 　 正
代 表 取 締 役
専 務 取 締 役 若 狭 市 博 取 締 役 指 田 禎 一

常 務 取 締 役 勅使河原� 治 取 締 役 高 森 正 幸

取 締 役 紅 林 孝 夫 常 勤 監 査 役 矢 入 　 伸

取 締 役 竹 内 伸 二 常 勤 監 査 役 山 崎 　 清

取 締 役 横 井 行 雄 監 査 役 荒 井 　 学

会社概要
（平成20年9月30日現在）

役　　員
（平成20年9月30日現在）

設　　　　　立 昭和24年10月１日
資　　本　　金 36億4,958万円
従　業　員　数 2,597名（個別855名）
主要な事業内容 �情 報 ・ 通 信 機 器

メカトロニクス機器
電源・エネルギー機器

主要な営業所および工場
営 業 所 東 京 事 務 所（渋 谷 区） 大 阪 営 業 所（大 阪 市）

三 鷹 支 店（三 鷹 市） 藤 沢 営 業 所（藤 沢 市）
関 西 支 店（大 阪 市） 中部・北陸営業所（名古屋市）
信 越 支 店（長 野 市） 掛 川 営 業 所（掛 川 市）
中 部 支 店（掛 川 市）

工 場 本 社 工 場（長 野 市） 飯 山 工 場（飯 山 市）
觀 瀾 工 場（中華人民共和国深圳市）

グループ会社 長野日本無線サービス株式会社 長野日本無線エンジニアリング株式会社
長野日本無線マニュファクチャリング株式会社 ナガノコミュニケーションズ販売株式会社
長野日本無線（香港）有限公司


